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《研究ノート≫  
海軍工廠都市における国庫助成金の成立  
柵呉市の海軍助成金に関する書類をめぐって岬  
坂  本  忠  次  
Ⅰ 日本資本主義と補助金   
戦前期日本資本主義における地方財政への国からの補助金（広義には国庫支出金）が，  
第一一次世界大戦後から昭和恐慌をへて1930年代の満州事変開始期に至るまでの時期に拡大  
したことは周知のところである。元来，中央財政の予算面にあらわれる補助金（Subsidies  
in the GeneralAccount）というのは，予算費目上交付金，助成金，補給金，奨励金等  
の名称で呼ばれているものの総称であり，大きく分けて，（1）民間の特定企業（・ないしは特  
定産業）の保護・助成・救済を目的とするもの，（2）地方財政の歳入を補填するもの∴3）民  
間非営利団体の助成を目的とするもの，14）民間家計をいしは個人の保護，救済を目的とす  
るもの，などに分れるのである。このうち（1）の産業・企業への補肋金を産業補助金とし，  
（2）の中央財政から地方財政への支出を財政補助金とし，t3），（4）の比間非営利団体及び家計  
への移転支出を含め（2），（3），㈲を行政補肋金として，第1次大戦前後からのかかる補助金  
1）  
（産業補助金・行政補助金）の趨勢をみたのが第1表である。   
上記表を一一一覧しても明らかな通り，戦前の日本資本主義における一般会計からの補助金  
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第1衷 国の一般会計における補助金（単位 千円）  
産  業  補  助  金  
年 度  鉱業  金融  
農林水産  建  設  （その他産  
製造業   た－下水道  運輸・通信   貿 易   
1890   46  2，332  1，835  4．334   
1900   380  6．735   134  7．249   
191d   439  11，218   161   25  11．843   
1915  1，089  423  8，433   81   2t）  10，046   
1916  1．1ユ1   527   559  9．440   79   20  11，736   
1917  1，778   855  677  12，148   84  15．542   
1918  2，774  1，206   906  7，528   181   451  13，046   
1919  3，464  1，793  2，262  4．726   185  592  13，022   
1920  4，915  3．114  4．027  5，742   630   535  18，963   
1921  5，505  7，477  4，039  6，394   532  752  24，699  
1922  7，555  15，428  6，011  2，367  6，629   593  39，213             630   
1923  7，872  12，481  4，584  2，181  6．989   473 736  35，522   
1924  12，269  15，010  4，515  2，203  7，102  64，136  1，190  108，984   
1925  11，428  14，299  4．771  1，989  7，470   451 1．705  45，679   
1926  15．142  16，’002  4，062  2．037  8，080   925 1，971  52 537
1927‘  19，403  13，425  4，379  l，623  8．283  1，308  2，605  58，438   
1928  22，029  17，026  4，977  1，620  8，937  1，045  2，778  66，994   
1929  22，028  15．347  4．794  1，551  11．996   937  4，666  62 433
10  22，108  13，412  4，467  1．661  15，173   917  3，110  61，660  
1935  49，785  31，843  5，264  1，515  15．049   917  2．720  107，858 
1940  252，271  23，183  98，935  24，086  26，495  12，073  26，044  470，707   
注）江見庸一一一・塩野谷祐一・r財政支出」（長期経済統計7），東洋経済新報杜，昭和41年，180－  
は，産業補助金及び地方財政への中央財政からの支出を含む行政補助金のいずれもが第1  
次大戦後一特に戦後の反動恐慌期の1920年頃－からの拡大が著しくをっている。補助  
金は，1890年噴から第1次大戦にかけて4％前後で推移し，第1次大戦後漸増に転じ，1930  
年代から本格的に拡大し1930年代後半（昭利10年代）には10％をこえるに至るのである。  
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行  政  補  助  金  
合  計  指  数   
文  教  社会保障  ー・般行政  地方財政  外地行政  計   
37   415   25   929 1，406   5，740  （50）   
1、249  353  2，599  4，201  11，450  （100）   
385   57   103  1．970  7，045  9，560  21，403  （187）   
552   84  8，540  1，937  11，113  21，159  （185）   
519   61   20  5，051  9，301‘  14，952  26，688  （233）   
722   93  6，244  7，331  14．390  29，932  （261）   
840   119   20  7，290  5，007  13，270  ■26，316  （230）   
2．742  2，134   30  15，272  3，300  23，478  36，500  （319）   
2，967  2，806  ・2，154  8，643  14，020  30，590  49，553  （433）   
3．523  3，146   326  5，601  20，433  33，029  57．728  （504）   
3，497  4，589   380  10，501  26，240  45．207  84，420  （737）   
3，999  1，970   235  10，463  23，803  40，470  75，992  （664）   
3．990  2，856   243  24，232  22，80Z  54，123  163，107  （1425）   
7－，303  3，265   701  22，237  21，969  55，475  101，154  （883）   
9，405  3，633  1，058  27，606  26，139  67，841  120，378  （1051）   
9，522  3，632   758  47，894  23，255  85．061  143，499  （1253）   
9．040  5，198  1，181  58，807  23．288  97，514  164，508  （1437）   
13，730  5，392   155  32，027  24，573  75，877  138，310  （1208）   
9．587  6，718   172  17，057  22，074  55．608  117．268  （1024）   
19，709  7，093   349  8，469  14，773  ・50．393  158，251  （1382）   
23，954  35，993  11，535  32，068  29，335  132，359  603、066  （5267）   
183ページ，により作成。  
以上の時期は，明治後期から特に第1次大掛こともなう軍需ブームを中心に日本資本主義  
の近代的な企業の勃興と成長の時期であると共に，特に戦後の反動恐慌期以降は，経済界  
の不況と財界整理の中で，資本救済問題も顕在化する時期だからである。産業補助金は，  
従来からの農林水産業への補助金（普通零細で総花的性格を特色とするといわれる）に加  
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えて，造船業（軍艦建造など）をどをL卜心とする運輸・通信，鉱工業部門の民間企業救済  
への補肋食も顕在化するのである。   
行政補肋金では，帝国主義的を中央財政の経費構造を反映して対内的には教育費（文  
教），社会政策費（社会保障等），産某経済費等にかかわる中央からの補助金が拡大すると  
共に，対外的には植民地経営のための外地財政への補助金が拡大する。それと合わせて，  
地方財政への一般会計からの補助金や負担金が帝国主義的寧財政の対内的な展開に応じて  
2）  
拡大するのである。例えば，1918（大正7）年の市町村義務教育費国庫負担金制便の成立や各  
3）  
種の社会政策的補肋金の拡大がその－一一例であろう。   
本稿は，かかる概観の上で，第1次大戦後から大正中期にかけて漸次的に拡大をみる中  
央財政から地方財政とりわけ都市財政への補助金の成立とその増大に関する－－一事例として，  
いままで殆んど検討されることのなかった海軍工廠都市への図の助成交付金（海軍助成金）の  
成立の背凄とその後の経過を中心に，とくにこれを工敲都市広島県呉市の事例を中心に若  
干の検討を加えてみることにしたい。第一・－、・次大挙安後のこの時期におけるf】本の都市形成と  
都市財政問題の顕在化が，とくにわが国では産業資本の確立期の重要な構造的一一環をなし  
た国家資本形成とかかわる一連の軍事工艇都市の勃興と発展の問題と関連しており，か  
かる助成金の成立とその後の拡大問鰻をめぐる経緯の中にわが国帝国主義財政期の地方財  
政と補助金の問題をめぐる特質が宿されているとみられることから，その検討は日本資本主  
義における補助金問題成立史の重要な一騎をなすといわねばならか、。それは，戦後日本  
資本主義の現段階における基地所在市町村における「国有捏供施設等所在市町村助成交付  
金」（いわゆる「基地交付金」）の沿革をたどる意味でも興味ある問題を提起しているとい  
うべきだろう。  
Ⅱ 海軍工廠都市の耽工数の増加と財政状況   
広島県典市が，鉄鎖抒情の建設－1舶6（明治19）年11月にはじまる－を通じ，呉  
海軍軍港都市として発展した都市であることは周知のところである。呉市の市制施行は，  
1902（明治35）年10fヨ1r一】で，安芸郡和庄町荘山田村，宮原村，二川町の4町村の町  
村合併による呉町の漣生（同年10f］1日付）と同時に市制への移行が行われたのであっ  
た。市制施行当時の現住人‖は60，124人，戸数13，809戸であった。しかし，海軍軍港都  
ー140－   
海軍工廠都市における国庫助成金の成立 303  
第2表 陸・海軍工廠の職工数の増加率  
総民営工場  陸軍工廠  海軍工廠  造兵造火搬   工廠の  
の職工数  の職工数  の職工総数  の職工数  
（人）   （人）   
（人）   職工数                  （人）   
日清戦争直前   285，478   3，832   5，752   1．117   4，635   
（明治26年）  
日露戦争直後 （同39年）  38．629   50，657   1，475   49，178  
増加率   114％   908％   780％   32％   961％   
注）1．山田盛太郎ー日本資本主義分析J岩波文庫版，1977年，p．・126，p．137の表より作成。  
原資料は，『日本帝国統計年鑑止である。  
2．民営工場は職工10人以上使用のもの。陸軍工廠とは，東京砲兵工廠および大阪砲兵工廠  
のみを包含したもの。造兵造火厳は，海軍造兵蔽，下瀬火薬製造所を包含し，工廠とは，  
横須乳 呉，佐世保，舞鶴の工廠，大津，馬公，竹敷の修理工場を包含したもの。  
海軍工廠とは，上記二つを含むものである。  
巾としての輿ポは，日露戦争など軍事財政の展開の中で海軍工廠に雇用される職工，家族，  
さらには建設にかかわる土木労務者の寄留などを含めて漸次人口増加をもたらし，10年後  
の1912（明治45）年には，現住人口117，560人，戸数24、863戸と人［］増加率でば，1．96  
4）  
倍，戸数で1．8倍と急激を増加率を示した。  
キイ  国家資本としての垂事工廠＝鍵諭産業の日本資本主義における産業資本確立と基幹労働  
力の陶冶（鍛治）に果たす役割については，すでに山田盛太郎氏のr日本資本主弟分机  
（岩波書店，初版1932年，再版1977年）によって基本的を枠組みが与えられてきた0同  
書では，日清・日露両戦役を通じてわが国の陸・海南軍事工廠機構の迫進過程は民間工場に  
比べてすさまじかった点が述べられているが，このうち陸軍及び海軍工廠の職工数の増加  
率を民間工場と比較してみると，第2表の通りとなる。ここで山田氏は，「海軍工廠機構  
全体としての躍進の速度は，……陸軍工廠機構におけるその速度に及ばないのは明らかで  
あるが……その職工数の躍進の速度は，蜂軍工廠におけるその速度を凌駕し，また，その  
5）  
原動機数の躍進の速度は，また陸軍工廠におけるその速度に肉迫する所である‘」と述べて  
いる。このような軍事工腋の展開は，そのまゝ戦前期日本資本主義における産業資本確立  
6）  
期以降の工業都市発達のパターンをも規定づけていたのである。   
本稿で紹介する呉市役所所蔵のF海軍助成金二関スル書風綴（大正10年～昭和3年・  
以下ー書軌と略す）は，かかる海軍工蔽都市の典型的なものの一つ広島県呉市の大正中  
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期以降の都市化の進展と都市  
財政関越の踊在化の中で，同  
市をはじめとする－・連の海軍  
工廠所在市町村（具体的には，  
呉市，佐世保市，横娼賀市，  
斯舞鶴町，中舞鶴町，虜村，  
【机甫町，大湊町のほかに具市  
周辺の吉浦町など）が，海軍  
助成金を国に要請し，帝国主  
義財政下これがひとまず実現  
をみるに至った経過とその後  
の実情を示す貴重な史料であ  
る。ちをみに，戦前の呉市役  
所所蔵の譲合議事録・財政関  
係史料は戦災にて大半焼失し，  
今回，呉市史編纂の史料収集  
の過程で偶々他に疎開してい  
たもののが発見され，同市史  
編纂者のご好意を得てその－・  
端を私なりの視座から検討で  
きる機会を得たものである。  
戦前期の地方財政における国  
庫肋臆金の成立とその拡大過  
第3衷 海軍助成金の推移（1923－1941）  
年   度   
総   額  呉市交付額  （B）／（A）   A  B   
（）   （）   
円  円  
1923（大正12）     332，000  122．000   36．7   
1924（ク13）  332，000   122，000   36．7   
1925（ク14）  282，200   1 3，700   36．7   
1926（ヶ15）  282，200   1 3，700   36．7   
1927（昭利2）  312，200   116；230   37．2   
1928（〃 3）  312，200   125，850   
1929（〃 4）  312，200  125，850   40．3         40．3   
1930（〃 5）   
1931（〃 6）   
1932（〃 7）   
1933（〃 8）   
1934（ク 9）   
1935（〃】0）  
1936（〃、11）  
1937（〃12）   
1938（ケ13）  
1939（ヶ14）  
1940（〃15）   
1941（〃16）  
312，200   
312，200   
312，200   
412，200   
412，200   
412，200   
412，200   
412，200   
412，200   
412，200   
612，200   
812，200  
125，850   
125，850   
125，850   
171，830   
171，830   
171，830   
171，000   
171．000   
171．000   
169、000   
239，000、  
315，900＊  
???????????????????
???????????????????
??????????????????
注）呉市役所r海軍助成金二間スル書類j による。   
＊印は旧広村分8．900円を含む。  
稚をたどる上で，特に軍事工蔽都市への国の肋成金成立の経過は，第←一次大戦後の都市財政  
問趨の特質の一面を特に軍事工廠都市の特質として把指する上でもきわめて貴重を史料とい  
7）  
うべきだろう。   
さて，このような前提の上で，まず上記F書軌を通じ全国軍港所在市町村への国から  
の補給金＝海軍助成金支出の推移と，その中で呉市への肋成金の交付額の占める比重とそ  
の推移を概観しておくことからはじめよう。第3表は，これを示すものであるが，軍港所  
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第4表 海軍工廠都市の職工現在数（1921年6月）  
1920年（大正9）  同10月以降  1921年（大正10）  
7月20日現在  整 理 教   6月現在   
呉   30，718   4．2（氾   26，518   
横頒賀   18，036   275   17，761   
佐世保   11，437   206   11，231   
舞＿ユ 鶴   6，597   154   5，443   
廣   1，539   12   1，527   
計   68，327   4，847   63，480  
注）前掲，呉市「書類Jによる。   
在市町村への海軍助成金は，1923（大正12）年に33万2，000円ではじまり，以後若干削減さ  
れつつ1927（昭和2）年～1932（昭和7）年まで31万2，000円で固定化し，名目額では1941  
（昭和16）年の81万2，000円にまで拡大している。このうち呉市交付額が12万2，000円には  
じまり，その後若干削減さわつつも総額の実に36．7～41・7％を占めているところに特徴が  
みられるのである。   
そこでこれを，上記㌻書瓶Jにもとづき，いま，第一次大戦後の海軍工廠都市の都市化  
と財政状況の現況から見ることにしよう。まず，海軍工廠の職工数を1921（大正10）年6  
月現在でみると第4奉の通り6万3，480人とをっている。これは先の山田盛太郎氏作成の表  
と厳掛こは対象市町村で“一致しをいが，この蓑からだけで推測してみても日露戦争直後の  
1906（明治39）年の海軍工廠職工数の約1．3倍，日清戦争直前の1893（明治26）年時の  
それとでは約14倍にも達する数字であり，職工数の増加についておよその見当をつけるこ  
とは可能であろう。しかもこの数字は，第1次大戦後の反動恐慌過程を通じて職工の人員  
整理をみた後の数字であり，大戦時には工廠の職工数の増加もかなり著しかったことであ  
る。   
いま．海軍工廠関係所在市町村の現況を概観しよう。第5表は1921（大正10）年9月調  
査の当該市町村の現住人「］，現住戸数等を調べたものであるが，現住人口規模は呉市が14  
万2，111人と海軍工廠都市では最も大きく，つづいて佐世保市11万5，849人，横須賀市8  
万4，338人…‥明順となっている。予算規模では呉市が1，000万円をこえトップであるが・  
後にもふれる通り1戸当り諸税負担額では典市は工廠都市の中で相対的に低くなっている  
ことである。  
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第5表 海軍工廠関係公共団体の現況（1921年9月）  
同 上  
市町村名  戸  数  人  口  予算総額    一戸当    負担額    一戸当    現在数   
戸  人  H  俺  H  慢   人  
呉  市    27，380    142，111     1，009．710      678，024          36，512   24，763  24，500   
佐世保市  15，781  115，849  769，654  48，770  534．537  33，872  11，000   
横須賀市  15，573  84，338  666．687  42，810  430，291  27，630  10，500   
斬舞鶴町  3，811  15，504  162，632  42，674  131，440  34，490   
ト000   
中舞鶴町  2，710  19，518  121．053  44，669  85，236  31，452   
廣  村  3，100   ？  120，000  38，709   ？   ？  1，800   
田 浦 町  3，903  20，180  109，269  27，996  75，452  19，332  6，000   
大 湊 町   958  5，735  40，000  41，753   ？  ？   200  
注）前掲r書類」により作成。  
第6表 工廠都市の歳出総額と教育費等（1921年度予算）  
歳出二封  
歳 出 総 額  小学校教育費   スル割合   役所役場費  衛 生 費   
11  円  割 分   門   、 円  
佐世保市  903，392  484，075  5 4   120，340   64，711   
呉  市   1，154，086   554」312   4 8   139，350   132，723   
横須賀市   646，147   210．517   3 3   102，116   68，249   
中舞鶴町   131，402   73，651   5 6   16，988   3，837   
新舞鶴町   248，655   162，941   6 6   22，534   5，006   
注）呉市前掲r書類Jによる。   
このような職工数の増加に基づく人l】増加傾向は，工廠都市の都市的財政需要を拡大し，  
その支出経費の増大を招いたことはいうまでもをい。その最大のものはまず海軍関係者児童  
の増加にともなう市町村教育費の増加であろう。第6表は，当該市町村の歳出総額と′ト学  
校教育費の割合を1921年度の予算についてみたものであるが，呉市で4割8分，他都市で  
5～6割を占めるものも多い。いま，この内訳をr書風によってみよう。第7表は呉市  
を含む3市2町の′ト学校数，児童数，学級数を比較してみたものであり，第8表は総戸数  
に占める海軍関係者の戸数，児童総数に占める海軍関係者の児童数の割合をみたものであ  
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第7表 工蔽都市の教育状況（1921年度）  
岬一学級平均  二部教授ヲ行フ  
小学校数  児 童 数  学 級 数  収容児童数   学年及ビ学級数   
人  人  
佐世保市   10  11．766   191  62   56   
尋常1・2学年   
呉   市   14   18，742   312   60  146   
尋常1・2・3学年  
横頒賀市   8   10，441   160   65  64   
中舞鶴町   2   1，914   32   60  二部教授ヲ行ハス   
新舞鶴町   2   2，316   41   56   同 上   
注）前掲ー書類Jによる。  
第8表 工廠都市における海軍関係者の比重（1921年度）  
総 戸 数  海軍関係者  （B）／（A）   児童総数  海軍関係者  （D）／（C）  
（A）  戸数、（8）  （C〉  児童数（D）   
％  ％  
佐世保市  15，781   7，799  49．4  11，766   5，176  44．0   
呉  市  27，180  15，094   55．5  18，742  10，692   57．0   
横須賀市  15、110   4．533   30．0  10．432   4．343   41．6   
中舞鶴町  2，600   1．508   58．0   1．914   1，225   64，0   
新舞鶴町  3，374   1，436   42．6   2，316   965   41．7   
注）前掲ー吾軌 によ†）作成。  
第9衷 都市的施設二要スル支出額（1921年康子算）  
屠場費  公邸費  社 食 事業＃  市場ヰ  下水道サ  上水遺書 購入金）  郡市針億 綱査費  火葬場ナ  物 産 陳列場景‘  計  歳出二村 スル割合   
円   円  円   円  門  円  円   Pl   刊分  
佐世保市  7．992  19，230  29，814  37  
呉   市  71，157  3，944  8，267  5，782  14，㈱  5．406  94                         108．556   
械須半市  3，988  2，634  15．619  2．000  7．516  糾  31．841  4 9   
中舞鶴市  5（泊  65  上100  4，（始5  3 5   
斬■鶴市  3ユ  31   
注）前掲「書類一による。  
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る。海軍関係者は戸数比でも児童数でも4割－6割を占め，海軍関係者の寄与度はいずれ  
においてもきわめて大きいといわねばならない。また，工廠都市の′ト学校では，一挙椒平  
8）  
均収容児童数60－65人，二部教授を行う学級数もかなりあった。したがって，各都市の教  
育費は，教職員俸給費と共に学校増築のための設備費噌をどきわめて大きを負担増となっ  
たのであり，経常費支出と共に臨時費支出も例年のようにみられている。   
また，教育費のほかに，役場費，衛生費等の増加もみとめられるが，特に都市的施設に  
要する支出額の増加が著しかった。第9表は同年度のこの支出の比較を工廠都市について  
示したものであるが，みられるように上水道軋 市場費，下水道費，屠場費（呉市はこの  
時期に特に大きくなった），公園費，社会事業軋火葬場賛などの支出が大きく，1921年度  
予算ではこれらに要した支出額は呉市で歳出の9割4分（但し特別経済を含めた数字），  
横須賀市で4割9分，佐世保市で3割7分，中舞鶴町で3割5分とされている。もつとも  
呉市のように屠場改築建設費（特別会計分）への支出がかなりの比重を占める場合もある  
のでこの表は正確さを欠くが，上水道費等都市的財政需要の拡大がみられることは否定し  
得ない。  
第10卑 呉市歳出の内訳  
1912  1915  1918  1921  192Z  1923  1924  1925  1926  
（大正1）  （◆ 4）  （〃 7）  （ヶ10）  （〃11）  （〃12）  （〃13）  （ヶ14）  （ヶ15）   
役 所 ★  40522  28563  69660  184 249  216．404  200，671  224．064  201．666  262．合Zl  
（1畠．8）  （1i，5）  （1i．0）  （1孟．3）  （1ti．0）  （14．4）  （13．1）  （12．4）  （15．5）   
合 繊 ＃  31！氾  2913  3732  8，801  10．687  7，672  9，389  5．066  8．617  
（i．2）  （i．2）  （る．6）  （0．7）  （0．8）  （0．6）  （0．5）  （0．3）  （0．4）   
土 木 十  6053  7851  13810  76897  182．701  77．676  119，717  95，655  134．101   （去．4）  ば2）  （去．2）  （‘．4）  （13．5）  （5．6）  （7．0）  （5．9）  （7．9）   
教 育 サ  89202  101326  175095  516474  470．673  370．686  457．943  509．006  549，091  
（3i．7）  （4d．さ）  （2テ．7）  （4皇．9）  （34．7）  （26．7）  （26．8）  （31．3）  （32．5）   
衛 生 千  21724  22425  44060  1鵬611  75，454  115．238  85，945  79，320  88，220   （畠．5）  （昌．0）  （テ．0）  （£．7）  （5．6）  （8．3）  （5．0）  （4．9）  （5．2）   
書 ♯ ★  2729  2223  3711  12392  10，629  14．063  12，597  16．069  38．422   （i．1）  （ふ．9）  （ふ．6）  （i．0）  （0．8）  （1．0）  （0．7）  （1．0）  （2．3）   
勧 業 サ   651   95   531  2．665  3．689  8．044  5．098  5．246  4，031  
（0．3）  （0．0）  （0．1）  （0．2）  （0．3）  （0．6）  （0．3）  （0．3）  （0．2）   
公牒l千  72269  45156  83308  121．521  1t；2，347  172，413  209，539  442．494  258．349  
（1畠、2）  
上水道書  89．232  14．827  18．679  21．816  27．900  711，835  17，600  
（14．1）  （1．2）  （1．4）  （1．6）  （1．6）  （43．7）  （1．0）   
公 園 ナ  18629   
補 助 金  59270  6280  26．768  9．850  10，500  10．5（氾  14．2∝）  
（る瑠  tる．5）  （2．0）  （0，7）  （0．6）  
下水道★  2887  3133  4708  2．015  
（ふ．5）  
社食事業費  10．879   
．   
指   数   100   9ケ   248526   
注）l典市史J第4馨．181ページ。（）内は構成比を示す。  
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第11衷 呉市歳入の内訳  
1912  1915  1918  1921  1922  1923  1924  1925／  1926  
（大正1）  （大正4）  （大正7）  （大正10）  （大正11）  （大正12）  （大正13）  （大正14）  （大正15）   
市    税  170698  188291  2鞄て芳  667．370  722．633  7！柑，鋸4  777，269  726，97l  6鋸．015   （4為．0）  （66．6）   （40．8）  （3さ．9）  （47劇  （35．8）  （34．2）  （32．9）   
財 産 収入  4302  2194  5693  6亜7  17，7が）  21，963  Z2、259  21．鍼4  20，987   （i．2）  （d．き）  （ふ．．7）  （る．4）  （1．0）  （1．3）  （1．0）  （1．0）  （1．0）   
使用料・手数料  9182  537（氾  57556  77267  さ1．722  的，751  10l．3Z6  108，214  107，386   （去．㊦）  （1与．6）  （ケ．3）  （i．7）  （4．1）  （5．4）  （ヰ．7）  （5．1）  （5．1）   
雑 収 入  428竜娼  9559  30598  46856  50．420  齢，13る  95，2舶  109．891  91，20Z   （1去．1）  （去．5）  （主．9）  （去．9）  （2、7）  （5．4）  （4．4）  （5．2）  （4．3）   
繰 越 金  98  558S  221＼803  337703  302．123  510．571  549，095  4る1．182  546．012   （0．0）  （主．0）  （2畠．2）  （2d．扇  （16．3）  （31．0）  （25．3）  （2l．7）  （25．9）   
現県補助金  2003  1365  87129  9g7粥  94．007  丁8、699  7g，442  16，363  却，001   （6．6）  ・（d．5）  （i．7）  （畠．7）  （5．1）  （ヰ．8）  （3．8）  （0．釦  （1．3）   
昏庫交付金  6453  5040  Z15ア8  4466  12，8一拍  15，137  13．006、  14，376  13，788   （i．8）  （i．8）  （主．7）  （ふ．3）  （0，7）  （．0．9）  （0，6）  （0．7）  （0．7）   
県 交 付金  4206  2435  3489  8867  12，購  11．835  11，078  1モd？許  12．275   （i，2）  （d．9）  （d．4）  （る．5）  （0．7）  （0．7）  
公 憤「金  830α）  ＄、000  214，200  348．700  1研），000  3（軋（：頗）  12，000  
（2占．4）  （13．1）  ∫（18．8）  （4．6）  （14．1）  （0．6〉   
給 水 料  113．3相   
4636                    86532  103．380   ．  ，  ．     （主．1）  （畠．3）  （5．引  （6．9）  （6．1）  （6．5）  （7．2）   
給水工事井収入  3さ709  32728  ㌘．6S9  28，940  38，435  36．Z82  40．140  
（i．9）  （主．0）  （1．5）  （1．さ）  （1．8）  （1．7）  （1．9）   
寄 付 金  20083   750  13，α氾  
． 
繰 入 金  34630  190∝）  23275   2：始 4き．5∝）  2，172  
（i．4）  
国庫下浸食  209，388  
．3  ，  ．  ，  ．      （1．0）  （l．0）  （10．8）  （8．4）  （7．9）  （9，9）   
355370   
注）ー灸市史J第4著，180ページ。（）内は構成比を示す○  
そこで，これをさらに呉市についてその歳出入の推移に立ち入ってみると，大正期を中  
心とした歳出については第10表にみる通り，数育費支出をトップに塵芥処理などの衛生費  
の膨張，土木費，上下水道費（とくに1925年），公債費をどの比重が高くなっている0これ  
に対する歳入の推移では，第11表にみる通り市税の伸びと構成比が停滞し，使用料・手数  
料なども伸びは低く，また，国県補助金・交付金なども僅かの構成比にとどまっている0  
したがって1923（大正12）年度以降の海軍助成金を中心とした国庫下津金が10％近くを占  
めるに至ったのである。  
市歳出膨張の最大の原因である教育費はすでにふれた通り工廠職工の急増による就学児  
童数の増加→学級数の増加を反映するものであるが，これを1911（明治崩）年以降1921  
（大正10）年までについてみると第12表の通りとなっている010年間に人口・小学校児  
童数共に約1．3倍の伸びでとくに学級数は・153学級も増加し10年間で1・7倍の増加率  
である。－一方これに対する市税の構成比では・削3表にみる通り，1912年度・1921年度  
を例にみると，国税付加税で1割7分，県醐寸姉税は8割近くを占めていたものが6割に  
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第12表 呉市の戸数，人［」，′ト学校児童数並びに学級数の推移  
年  噴   戸  数  人  口  小学校児童数  学級数   
1911（明治44）   25，030   108，659   13，317   223   
1912（大正1）   24．683   117．560   13，417   228   
1913（ク 2）   23．759   119，060   13，326   224   
1914（‘ヶ 3）   23，759   126，871   13，556   230   
1915（ク 4）   23，616   132，051   14，702   237 
1916（ク 5）   24，830   129，412   15，562   255   
1917（ク 6）   25．603   135，351   16，615   278   
1918（ク 7）   25．563   136．569   17．197   ■290   
1919（〃8）  
25，383   140，711   17，349   152  
1920（〃9）  
1921（〃10）  25．899   145，130   17，725   376   
指数（1911年＝100）   （103）   （134）   （133）   （169）   
注）r広島県統計書j，前掲一書類J事による。  
第13表 呉市市税の構成比（単位：円）  
1915  1918  1921   1924  1926   
1912  （構成比）        （構成比）      （構成比）   （大正1）   （大正4）  t大正7）  （大正10）   （大正13）  （大正15）   
％  ％  ％  
国税付加税  
地 租  3，769   （2．2）  3，799  4．4！汚  15，140   （2．3）  ▲23．513  20．671    （3．0）  所 得 税  1t5，343  （9．6）  9．729  18，981  34．327  （5．1）  70，505  56，389  （き．3）   
営業税  9，146   
売薬営業税  31   31   27   26   
計   208．770   
県税付加税  
雑種撹  25，825  （15．1）  18．574  ユ2．ユ98  92，5さ7  （13．9）  ，5．311  76．255  （11．2）  営 業 税    10．714  9．732  ZO．962  （3．1）  12，1α）  12，342  （1．8）  戸 故 割  1′10，272  （64．6）  100，232  176．9る7  25拍．740  （43．6）  417．712  405，299  （59．7）   
遊興税   
針   136，097  
特別税  
宮尾税  3，576  
3．036  
33．829  
2，275   
（1．3）   
合   計  170，697  （100．0）  159．829  25‘，7さ3  667．370  （100．0）  777，268  679．270  （100．0）   
注）削軌 呉市史，lも6ページ。  
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構成比を減じている。国税付加税では，地租付加税の比重は小さく，営業税が増加し，つ  
づいて所得税が増加したがその構成比は′トさく，工廠職工数による人口増加が十分所得税  
9）  
には反映していをい。一一九県税付加税のうちでは何といっても戸数割が付加税率も1921  
年度で県税の4．08倍（県税1円二付4円8絨）と高く大きな比重を占めたが，その構成比  
は6割→4割に減じている。代りに県税雑種税の付加税が設けられ，さらに呉市は，独立  
税として各種の特別税を設けて対処した。1908（明治41）年3月の市会議決により特別税  
土地建物所有権移転税（大正4年廃止），同年5日議決により特別税電柱税（14年廃止）  
10）  
など各種の特別税を設けることを議決している。県税付加税の県税戸数割付加税が当時徴収  
簸であったのでこれを半減し，その不足を家屋所有者のみを対象とした家屋税として新設す  
ることが提案され，1923（大正12）年度より課税されることがきまった。遊興税，観覧税  
をども設けられた。しかし，家屋税は，借家人の借家貸にまで転嫁されるなど様々な問題  
11）  
をもち戸数割と並行した課税には市民の抵抗も強く，呉市民の運動の結果，1922年度より  
廃止されている。その後1926（昭和元）年度に県税家屋税が実施され，その付加税として  
徴収されるに至っている。   
先の『書類』によって当該3市2町の税率の状況をみておこう。第14表にみる通り，地  
租付加税で宅地は280厘，その他が660厘であるが佐世保市では宅地453厘，その他1円  
69層と制限外課税を行っている。営業税でも佐世保市は制限外課税が著しいがとくに戸数  
割付加税の一戸当り負担が8円一21円と著しく高くをっている。ほかに家屋税や遊興税，  
観覧税，特別行為税（佐世保市のみ）などが存在し，特に特別税家屋削が工廠都市では県税  
戸数割付加税に比較して大きくをっており，市民には大きを税負担となっていたのであり，  
各都市の住民の廃税運動も活発化して行った。あたかも1919（大正8）年4月都市計画法  
12）  
が制定され，「十大都市の－」としての典市などをはじめとする都市計画への期待が工廠  
都市でも昂まる中で，財政需要と税収との矛盾は拡大せぎるを得なかったのである。市債  
現在高も，水道をはじめ，学校，住宅建設，屠場；塵芥置場費，伝染病院改築をどで1921  
年度で194万円に達した（第15表参照）。  
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第14表 工廠都市の各税の状況（1921年度）  
税収入総額  地   租  営 業 税  戸数割付加  家屋税付加  特別税名   付加税率  付加税率  税－・一戸当リ  税－・一戸当リ   
658，424円  761庫  
其他1，069ケ  8．265円  120、000円  
76，100円   
17，・032円   
580，284円  470庫  13，281円  遊興税  
其他660〃  3l，250円  
13，524円  観覧税  
28，686円  
411，972円  400僅  11．009円  遊興税  
其他660ケ  80，000円  
9，115円  観覧税  
13雷200円  
6汚，024円  470僅  
其他660ケ  1．231円  3，200円  
2，585円   
1，876円  
106，683円   470庫  
其他660〃  1．858円  6，270円  
7，286円   
2，000円   
注）前掲r書類』による。戸数割付加税率は呉市では，はぼ県税の4倍を前後していた。  
第15表 呉市市債現在高（1921年8日）  
公債 ノ 種類  借 入 先  公憤現在高   
軒  l大正十年以降 畷還年限  ．年賦均等 償還額   
H  咋  1リ  
第〝一回水道公債  一一般公債  393，400  百分ノ6．5  33  29，038   
第二匝】水道公憤   同  600．600  百分ノ6．3   23   69，529   
小串校増築貸借人  広 島 県   12，000  百分ノ5   2   6，450   
′小串校，屠場，塵  
芥置場費公憤   
24，200  百分ノ9以内  20   73，037   
20   18．077   
倦染病院改築琶  早宮補償 資金融通   3   16，909   
合  計  債，広島県     H      住宅建設費公憤・  広島県 及其ノ他  216．000  百分ノ4．8以内           46．0㈲  百分ノ5．8               1，940．000  213．040   
注）前掲r書類j による。  
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Ⅲ 海軍助成金の申請とその成立及び配分状況   
上記にみてきたように，第1次大戦をけいきに工廠の急速を拡充と職工数の増加がみら  
れ，人口増にともなう教育施設・住宅・水道・衛生施設をど市民生活諸施設の拡充が緊急  
の課題となったにかかわらず市税収入は増加せず，市民への税負担が限界点に達する矛盾  
が拡大していたのである。こういった中で，工艇都市の市当局・市議会等は，海軍からの  
助成金を獲得する運動に立ち上がったのであり，1921、（大正10）年3月1日，呉市長天野  
健太郎からの海軍大臣宛の下記のようを請願書がまず提出されたのである（「呉庶第八八  
号」大正10年）。即ち，   
本市ハ明治二十年鎮守府設置当時戸数僅二三千五百二十五戸ナリシモ明治三十五年市   
制施行当時二重リテハ実ニー・万三千八百九戸トナリ爾来戸口益倍穂・シ今ヤ亦倍加けテニ   
万六千六百七十戸ヲ算フルニ至レリ是レ偏二海軍及工廠ノ拡張二由来セルモノニシテ将   
来二於テモ亦一一二海軍卜其盛衰ヲ終始スヘク又地勢上是以外何等発達殿賑ヲ誘致スヘキ   
素因ナシ随テ住民ノ内百分ノ五十五二相当スル者ハ直接軍人軍属及工廠ノ職工之力世帯   
主ニシテ其他ノ者卜錐大部分子弟二職工ヲ有スルカ又ハ専ラ之二由テ衣食スル雑業者ニ   
シテ換言セハ本市ハ全然海軍工廠職工及軍人軍属ノー大合宿所二外ナラサル常態二有之   
候然而其ノ膨脹ノ急劇ナリシト大多数職工労役者タル市民ノ貧弱ナル為メ市ハ常二財源   
ノ窮乏ヲ告ケ′J、学校ノ如キ就学児童数普通ノ都市二比シ割合多ク現在十四校ヲ有スルモ   
尚三学年以下全部二部教授ヲ行フノ巳ムナキ状況ナルヲ始メトシ衛生二教育二百般ノ施   
設－トシテ実力ラス…… （中略）…‥ヰ市ノ財政ハ将二破産状態二在リト云ノ外ナク拘   
二憂慮二不堪候。（中略）。   
以上ノ外詳細二具陳セサルモ大体ハ御幣牽ノ事卜信シ居候間特二向二十ヶ年間毎年助   
成金五十万円宛脚下付被成下間数候哉甚夕借越ノ譲二候得英海軍工廠ニシテ若シ民営工   
場ナリセハ営業税取得税ノ付加税ヲ始メ本市二収納スル市税金幾十万円ナランカ現二民   
間÷在リテハ本市ハ職人税一人年額二円五十銭乃至五十銭ヲ徴収シツツア リ此ノ例二依   
り工廠職工二課税セハ市税金当二五万円ヲ下ラサルへキカ亦本市民有宅地ハ八十二万五   
百八十四坪ニシテ之二対シ地租付加税及戸数割見込秘事約八万円ヲ賦課シツツア リ海軍   
用地ハ少ナクモ此半数以上二位スルナランカ然ルニ官営工場ナルカ故二重モ市ノ収入無  
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之候何卒事情御洞察出格ノ御詮議ヲ以テ助成金脚下付被成一F候様懇願二禁ヘス候右謹テ   
申請仕健也  
大正10年3月1日  
呉 市長  
海軍大臣宛  
13）  
というのである。   
さらに・同年5月10E】には，山］県，広島県，福岡県，長崎県，神奈川県，京都府の六  
府県知事連署をもって当時の原政友会内閣大蔵大臣高橋是清あてに「海軍工廠海軍燃料厳  
海軍採炭所等所在地公共剛本国庫補給二間スル建議」が行われた。このような建議書の添  
付資料として先に若干検討したようを海軍関係公共団体の現況と財政比較に関する資料が  
作成されたのであった。   
海軍助成金の申請についてtま，呉市のみでをく周辺の町村でもこれを行っており，普選  
要求運動をど当時のミ大正デモクラシーミ的状況の中で，わが国政治風土の伝統的を一一端  
を示すような市町村財政における中央省庁への助成金櫓得のためのミ陳情合戦ミ となって  
あらわれたのである。倒辺の吉浦町も，1922（大正11）年7月24Fi，吉浦町長細馬市太  
郎名で海軍大臣男爵加藤友三郎あてに「海軍助成金交付請願書」を提出している。呉市に  
隣接し漁業をどを中心としていたこの町も，呉鎮守府設置以来，海軍工廠関連の火薬庫や  
火薬試験所（明治42年）を置かれ，砲娯部第6工場の同町への移転，水雷部計器工場（大  
正8年）を置かれるなどして職工数は著しく増大しそれにともをって人口も急激に増加し  
た。職工数は1911年の650人から1921年には1400人に拡大し（第16表参照），その家  
蔵を含めて戸数及び人＝の増加がもたらされ，教育施設，消防施設をどの財政需要拡大と  
共に町歳出経費の膨脹も著しいものがあった。また吉浦港湾能力の増進のため防波堤の建  
第16表 書浦町の人「J，職工数，町歳出の状況  
戸  数  人 II  職工数  町歳出   
人  人  円  
1901（明治33）  846    4．300  470        2．545   
1911（明治43）  1，350  7，409   650  7，731   
1921（大正10）  1，506  7，636  1，400  47，641   
注）前掲呉市r書類J及び旧吉浦Ir資料による。  
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設も必要であった。こういった経費の増加にもかかわらず諸税収入の増加は十分ともなわ  
ず助成金交付を申請したいというのであった。また，軍用水道の貯水池を有する焼山村・  
本庄柑も「海軍助成金交付ノ譲二付キ請願」を同年に出している。第一一次大戟後の八八艦  
隊計画を中心とする帝国主義的を海軍軍備大拡充への町村側からの便乗期待も大きかった  
第17表 軍港所在市町村への海軍助成金の配分（1923－1927年，単位：F”  
市 町 村 名  1923   
192A   1925   1926   1927  
（大正13）  （大正14）  （大正15）   （昭和2）   
横 須 賀 市   45，000   45，000   45，000   6
田  浦  町   8，000   8，000   8，000   8、200   
呉  市  122IOOO   122，000   103，700   103，700   116，230  
警l園†義 輝■r   5、000   5．000   4，300   4，300   5，050   
吉  浦  町   3、000   3，000   2，600   2，600   2，890   
江 田 島 村   50q   500   430  450   570   
本  庄  村   310   310   260   260   290   
焼 山 村   190   190   160   160   180   
阿  賀  町   1，000   1，500   1、300   1，300   1，680   
波 子 島 村   0   0   430   430   530   
贋  村   8，000   7，500   6、400   6，400   7、620   
佐 世 保 市  103，000   100，000   75、280   74，000   
日  宇  村   0   3，000   1，770   2，000   
佐  世 ′村   0   0   0   400   
山 長 村   0   0   1，わ0   1．500   
中 舞 鶴 町ノ   17．000   12，350   12，150   
い4，000  
新 舞 鶴 町  17，000   12，350   12，150   
倉  梯  村   0   0   1，100   1，000   
青森県大湊村   2，000   2，000   1，700   1，800   
台湾馬公街   0   0   1，900   1，900   
朝鮮鎖海面   0   0   470   430   
同鎮海学校組合   0   0   930   1，070   
計   332，000   332，000   282，200   282，200   
注）前掲r書類Jによる。  
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14）  
といわれる。   
このようを経緯の中で，海軍大将加藤友三郎内閣（大正11．6～12．9，蔵相市来乙彦）の  
もとで請願が容れられ，1923（大正12）年度から海軍助成金の交付が実施されるはこぴと  
なった。しかし，折しもワシントン軍縮条約の締結（大正11．2）・発効（大正12．8）の時  
期にあたり，．交付額は当初の予定額100万円から次第に削減されて，結局大正12年度分  
33万2，000円が決定したのである。いま，海軍助成金の決定額と当該市町村への配分額を  
1923～1927年度までについてみよう。第17表に示す通り，1923（大正12）年度分は呉市  
に12万2，000円，周辺町村については，警固屋町5．000円，吉浦町3，000円，江田島村  
500円，本庄村310円，焼山村190円，阿賓町1，000円，贋村7．500円であった。1924（大  
正13）年度も同額が交付された。しかし，1925（大正14）年度は，折からの経済界不況と  
国の財政整理政策（加藤高明内閣，浜口雄幸蔵相）のもとで15％減の10万3，700円に減  
額されたのであり，翌1926年度も同様の額とされた。それでも呉市の助成金の額は軍港  
都市助成金全体の36．7％を占め，また市歳入の10％弱であったが，市税収入に対しては  
15％前後を占めており，財政危機下増大する市民や財政当局者の不満への一定の緩和政策  
を計りつつ，海軍軍備拡充が徐々に遂行されて行ったことへの意義は大きかった。  
Ⅳ 助成金増額の陳情運動   
大正中・末期の財救緊縮整理政策－‾F，国からの助成金が削減される趨勢の中で，増大す  
る都市的財政需要と税収の停滞・住民の租撹負担の増大との矛盾，地方債累積の矛盾に当  
面した海軍工廠都市は，大正末・昭和初期に再び肋成金交付の増額を申請した。1926・（大  
正15）年7月18日衆議院議員冨田葱之肋，橋本書造，森肇，渡連 伍，山道襲一，村上  
国吉，長田桃蔵，森田 茂，小泉又次郎らは，「海軍助成金増額二関スル陳情」を関係省  
庁に対して行っている。即ち，   
従来軍港地市町二封シ交付セラレツツアル海軍助成金ハ左記事由二依り大正16年度以   
降二於テ脚増額相成度保  
とし，その理由として，  
1．軍港所在ノ公共団体カ年々其経費ノ膨脹卜共二負担者シク増加ヲ釆セルニ不抱収入   
之二伴ハスシテ財政殊二窮迫ヲ感シソツアルハ現下各団体共通ノ状態二有之畢貴官業及  
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官有地二課税ノ途ナキトーー面職工労役者及海軍軍人軍属ノ多数ハ概ネ勤労所得二依り生   
計ヲ維持スル者ナルカ故二資力薄弱ニシテ其ノ負担スル所甚夕小額ナルニ反シ耐力モ其   
ノ人目ノ市町村民ノ大部分ヲ占メ此等子女ノ為不妙義務教育費ヲ要シ且ツ又衛生費ノ膨   
脹ヲ釆ス等其ノ原因ノ主タルモノナラスムハアラス而モ現在ノ課税ハ市町村民ノ担税力   
ヨリ見テ他都市二比較シ甚夕垂キノミナラス個人負担ノ内容二於テモ前述ノ如ク職工労   
役者ノ負担寡少ナルカ故二之ヲ他ノー般市町民二比シ偏軽偏重ノ実状ニアルハ他都市二   
其ノ類ヲ見サル所ナリ殊二最近軍縮ノ結果トシテ市町村財政上二打撃ヲ被り……（中略）  
1．従来卿交付相成居候海軍助成金ハ最初ノ交付額参拾参方式千円其ノモノカ既二吾人   
ノ期待ヲ裏切り甚夕少額二失セシニ不抱更二大正14年度二到リテーh一割五分ヲ減額セラ  
15）   
レタルコト…‥リ＼幡市二於ケル交付金力製鉄所職二L一人当約18円余ナルニ比シ軍港地   
二於ケル海軍職工ノ人当ハ約6円50織二過キザル等ノ如キハ直接職工ノ心理状態二影響   
ス萬一ニモ其ノ為二之等住民思想ノ悪化ヲ招来セムカ国宮前途ノ為寒心二堪ヘサル所与   
有之候……（中略）…．…  
1．最近政府ハ軍縮ノ打撃ヲ被りタル民間事業家二封シ補償金ヲ支出シ之力救済ヲ図ラ   
レルニ…… （中略）。  
等々の理由を述べて陳情書を提出し，1927年度より31万2，000円へと僅かの増額を実現  
させ得たのであった。   
一方，1927（昭和2）年8月3臥 典市長勝田誉一一，横須贅市長岡田三善，佐世保市長  
相賀照郷，新舞鶴町長佐藤俊龍，中舞鶴市長和田親の連名で第一次若槻内閣の海軍大臣岡  
田啓介，内務大臣鈴木喜三郎，大蔵大臣三土忠造に対し「海軍助成金増額方ノ件二付申請」  
を行っている。この趣旨も，前同様に，「軍港所在地市町……ノ財政ハー般商工業地市町二  
比シ著シク窮迫シ其ノ原因種々アリト錐モ主トシテ国有ノ土地建物二封シ課税ヲ為シ得サ  
ルノミナラス住民ノ多数ハ海軍職工ノ如キ給料生活者ニシテ塘税力積メテ薄弱ニテ其ノ負  
塘スル所甚シク小額ナルニ反シ何レモ拳齢期ニアル子女ヲモ多ク有スル為紗カラサル教育  
費ヲ要シ且又軍備ノ整備二伴ヒ諸般ノ施設急ヲ要スルモノ多キ等其ノ収入卜支出トノ平衡  
ヲ得サルカ為財政常こ窮迫セサルハ各軍港市町トモ共通ノ状態二有之候」と一般的な助成  
金の必要性を述べている。   
さらに，この上で「去ル大正12年度ヨリ海軍助成金ノ御交付ヲ仰クコトトナリ市町財政  
上二及ホス影響妙カラス拘こ感謝二堪ヘサル所二有之候然レ共時勢ノ進運二伴ヒ経費益々  
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膨脹スルニ収入ハ依然トシテ之二伴ハス市町財政今尚ホ窮迫ノ状態二有之候」とし，軍港  
都市の市税の人［ト人当負損額を他の類似都市と比較すると重いこと，市民の資力が少く  
担税力が弓凱－こと，また，軍港地市町は消費地であるにかかわらず「海軍職工等二封シテ  
ハ其ノ生活必需品ヲ市内商人ノ手二依ラス海軍側ノ購買所二於テ直接原産地ヨリ購入シ之  
ヲ供給セラレルルカ故二市内商人ハ之力為多大ノ打撃ヲ襲り其ノ結果ハ増税カニ影響ヲ及  
ホスコト紗カラス候」とする事例（これは前述の特別税移入税を設けるべきとする市議会  
での議決となった）などをあげて「事情御洞察ノ上八幡市同様二特別ノ御詮議ヲ以テ明年  
度以降二於テ柏普御増額被成下候様懇麒ノ至リニ禁ヘス……」としたのである。   
しかし，1928年度以降1932年度まで，経済不況と緊縮財政下の事情もあり，社会政策  
的性格の濃い海軍助成金は固定された金額のまま′で増額を見をかったのであり，その増額  
は，1933年度以降の準戦時体制下の積極財政の時期まで待たねばをらなかったのである。  
Ⅴ むすぴにかえて   
以上，われわれは，典市を例にとった海軍工廠都市が，明治中・末期とりわけ第一次世  
界大掛こともなう軍需景気のもとで職工数も拡大させ，その家族を含む都市人口増加が，  
教育費，衛生費，上水道費，住宅費などの増加をもたらし，また市債の増発も招いたが，  
市税収の伸びがこれにともなわず市財政の危機をもたらしたことをみてきた。そうして，  
工廠郡市の人「j増加による都市化は，土木労務者を含む都市雑業層など低所得住民階層を  
も同時に拡大させ，住民叫－・人当りの担税力を十分上梓させ得をかったこと，官営企業の商  
品の他市大企業着からの大嶺購入・発注などにともをう市内零細営業者の不利益問題を生  
じさせたこと，戸数割付加税の減額に代る家屋税や特別税をどの新設が市民の減税・廃税  
運動をたかめ財政矛柄をト・層激化させたことなどを 
こういったわが国工廠都市にみられる－一一般的・特殊的を財政矛盾は，ミ大正デモクラシ  
ーモ的状況の中で，わが国地方財政に伝統的を体質ともいうべき海軍肋成金獲得への陳情  
運動とをってあらわれ，1923（大正12）年健から曲りなりにも実現をみた点をみてきたの  
である。かかる工廠都市への国庫肋成金＝国庫下津金の交付は，それ自身，教育費，水道  
費，衛生費等都市財政必要経費の一一部に充てられ，この時期の帝国主義的な財政政策下の  
市町村財政の危機への一定の救済効果を果たし，その矛盾を糊塗してゆくと共に，第一次  
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大戦後の海軍軍備拡充計画遂行にさいしての地域住民・国民の不満や抵抗を和らげるため  
の一定の機能を果たしたことは否定できない。   
上記のようを国庫助成金は，昭和恐慌後の1930年代から大平洋戦争期にかけて，物価上  
昇下にもその交付額をあまり増額しないままで継続してゆくのである。わが国軍事工廠都  
市がその都市財政矛盾を回避しつつ戦前期日本資本主義の再生産構造の－一環に位置づけら  
れたのも，かかる国庫補助金獲得運動とその成立をめぐる社会政策的をあり方に大きく規  
定づけられており，そのことがまた「大正デモクラシー」期の軍事工廠都市の「自治」の  
特質を浮き彫りにしたという意味で，呉市の一書類』はわが国国庫補助金成立史の一側面  
を照射した貴重な資料というべきだろう。  
〔言主〕   
1）この点については，統計数値の整理方法に問題点も残されるが，ひとまず江見康一・   
塩見谷祐→r財政支出』（長期経済統計7），東洋経済新報社，昭和41年，第5章を参照  
した。   
なお，中央から地方への財政補助金は，国民経済計算上では重複項目に相当する。  
2）この点については，拙稿「教育費をめぐる地方財政調整問題」岡山大学r法経学会   
雑誌』，第17巻第3号，1967年，参照。  
3）わが国の国庫補肋金は明治30年代前後に各種の国庫補助金制度の成立を見，第一   
次大戦後に拡大，1930年代の満州事変期（いわゆる高橋財政期）に公共土木事業・農   
村土木事業を含めて全面的な展開をなした。たとえば，藤田武夫ー日本地方財政発展   
史』昭和24年（文生書院，1977年ナ111ページ以下，310ページ以下。柴田徳衛・   
宮本憲一編r地方財政』，有斐閣，昭和38年，50ページ参照。  
4）『呉市史J第4巻，昭和51年，21ページ，99ページ。  
5）山田盛太郎『日本資本主義分析」岩波文庫版，137－8ページ。をお海軍工廠の展   
開については，佐藤昌一郎「国家資本」大石嘉一郎編一日本産業革命の研究J上，東   
京大学出版会，1975年，354ページ以下も参照。  
6）前掲書で，山田氏は，戦前期日本の工廠及び工場の都市発達を，1．斯成の工場地   
帯鶴見川崎を基調とする京浜帯，すなわち，浦賀，横須賓，横浜，浅野，築地，石川  
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島の相聯，2．最要の鉄と石炭の地域を基調とする北九州帯，すをわち，長崎，佐世   
保，彦島，徳山の相聯，3．伝統の工場地域を基調とする阪神帯，すをわち，三菱，   
川崎，大阪，藤永田，飛んで呉，広島の相聯，とされた点，なお検討を要する点もあ   
るが注目される。同書，181ページ。   
7）同書頬（大正10年～昭和3年）以外に，r海軍助成金二関スル書頬綴J昭和14年，   
昭和16年，昭和17年，『海軍肋成金交付嘆願書」大正11年7月，吉浦支所（旧吉   
浦町）などが残存している。   
8）前掲F書類』では，呉市の「′j、学校ノ設備ヲ緊急トスル理由」として，「本市ノ発   
展二伴ヒ就学兇童ハ過去10ケ年間二於テ平均542人ヲ増加シ……教室数ハ255ニシ   
テ現278教室ノ不足ヲ告ケ巳ムナク尋常科3年生以下全部二部教授ヲナシ而カモ前記   
ノ教室ニハ・一教室ニ・70人以上ヲ収容セルモノ40教室アリ国民義務教育上憲二寒心二   
禁ヘサルナリ・・・…（中略）」としている。   
9）前掲㌻書類Jには，「藍飛テ住民ノ塘税カヲ見ルニ本市ハ帝国海軍随一ノ工廠ヲ有シ   
職工螢役者ハ他ノ軍港各市ノ3倍以上ヲ抱擁ス即チ全市民ノ約十分ノー六ハ此ノ種貧   
弱ナル紳民二属シ概シテ増税力薄弱ナリ」としている。呉市の細民，雑業層の実態，   
工廠労働者のいわゆる「渡り職工」的性格についての検言寸には，また別の論稿を必要   
とする。  
10）前掲，呉市史，第4巻，183ページ。なお前掲r書類Jによると，呉市議会は，1921   
（大正10）年8月12日「特別税移入税条例設定の件」を可決し，同年9月7日内務   
大臣，大蔵大臣あてに許可稟請した。これは「本市内二店舗ハ勿論営業所ヲ有セサ   
ル営業者ニシテ市内ノ官公衛二封シ物件ヲ供給シタル者二封スル課税」を意図するも   
ので，呉市内の営業者が，官営事業所からの物資調達による利益を十分得ていをいと   
するところから起った間接税の一種であるが，営業者をどの反対もあり，予算執行で  
は実現をみていない。  
11）前掲，呉市史，183－4ページ。大正12年2月25日呉市民500人が参集し市民大会   
を開き，呉市特別家屋税の実施は「資産階級の負担を軽くし無産者の苦境に陥るを顧   
みぎらんとす実に時代に逆行し自治の根底を危くする暴挙」と反対決議をしている。   
（r芸滞日日新聞」大正12．2．26）。  
12）前掲，呉市史，199ページ。  
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13）同上，188－189ページ。  
14）同上，190ページ「呉軍港ノー部トシテ相当御助成アルベキモノト確信シ大二期待   
ヲ有シ」としている。  
15）戦前の官営工業都市八幡市の歴史も財政窮乏の歴史（宮本憲れ一「都市における資本   
主義の発達」講座『現代都市政策』Ⅰ，岩波書軋1972年，94ページ）であったが，   
政府は種々の補助金・交付金を政策的に配分したようである。しかし，工廠都市の助   
成金と同じく根本的な解決策ではあり得なかった。  
〔あとがき〕本稿作成にあたり，呉市史編集室，とりわけ千田武志氏にはか世話になった  
ことを付記します。本稿は，昭和54年度文部省科学研究費助成金による研究成果の・－一部で  
ある。  
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